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令和４年　第２回　滝川市営事業等調査審議会　議事概要
	日　　時
	令和４年９月28日（水曜日）午後３時00分～午後４時50分

	開催場所
	滝川市役所５階　庁議室

	出 席 者
	委員：佐野会長、齊藤副会長、居林委員、木村委員、堀田委員、澤川委員、小野委員

市側：尾崎建設部長、加地建設部次長、遠藤都市計画課長補佐、渋谷同課下水道事務係主任級主事
(説明員)：古山同係長
(事務局)：和田総務部長、小畑総務課長、高橋総務課長補佐、

渡邊同課法制文書係長、小川同係主任主事

	審議事項要　　点
	〇審議事項について

　以下の事項について報告及び説明し、質疑応答を行った。
（第１回審議会からの続き）
３．収支見通しに基づく使用料改定の検討　　　　　　　

（１）将来的な事業環境
　・人口減少推計に伴い有収水量が減少、使用料収入の減少が見込まれる
　・下水道施設の状況は、耐用年数50年を経過する管渠が今後増加する一方、カメラ調査の状況からは、緊急度Ⅰ・Ⅱの率は国の緊急度割合よりも比較的低い傾向
（２）基本的方針～経営戦略（公共下水道）より～
　・計画的な下水道の整備と維持管理の推進、並びに経営基盤の強化
（３）収支見通しについて
　・建設事業費の平準化、カメラ調査による保全的な維持管理並びに簡易終末処理場除却予定等、具体的な取り組み
（４）財政収支計画の概要
　・一時的な終末処理場の除却関係費用を除き、使用料収入が維持できれば、使用料算定期間は、概ね黒字を維持出来る見通し

　・流動比率も100％を維持、補填財源も確保することが出来る見通し
４．収支過不足の検証

（１）経営的判断によるもの
　・簡易終末処理場の除却による一時的な支出の増大費用は、計画的に未処分利益剰余金や積立金等での対応を予定し、下水道使用料を充当すべき汚水処理経費に算入しない
　・福祉政策として減額された使用料相当額は、一般会計が他会計補助金として下水道会計へ繰入するため、制度の趣旨からも本来受け取るべき使用料として算定する
（２）今後の見通しを踏まえた経費回収率の検証
・令和５年度～令和９年度まで経費回収率は100％を維持できる見通し
・令和13年度以降の収支も含め、改めて使用料改定の必要性に関する検討が必要



	議　　事
	〇議事詳細について

１　開　会
（会長）ただいまより、第２回滝川市営事業等調査審議会を開催させていただきます。本日の出席委員数は、７名です。欠席の申出は、前森委員と白木委員の２名となっております。
滝川市営事業等審議会条例第７条第３項の規定により、委員の過半数の出席を頂いており、本審議会の開会が成立することをご承知おきください。
２　第１回審議会の議事概要の承認について
（会長）それでは「第１回審議会議事概要の承認について」審議いたします。

委員の皆様には、事務局から審議会の開催案内に併せて、前回の議事概要が既に送られていることと思います。

まず、事務局より送付いただいた議事概要について説明を行っていただき、質疑の後、採決を行いたいと思います。

早速、事務局の方から説明をお願いいたします。

（事務局）
・渡邊総務課法制文書係長より説明を行う前に事務局職員の紹介及び審議スケジュールの変更について説明を行った。

０．新たに事務局職員に加わった職員の紹介及び審議スケジュールの変更について
・小川総務課法制文書係主任主事の紹介

・第３回審議会において予定していた「４　収支過不足の検証」について今回併せて行うこと、そのため第３回審議会については、具体的な審議会による答申案の協議に入ることについて説明を行った。

・第１回開催の議事概要について説明を行った。

１．第１回審議会議事概要の承認についての採決
（会長）事務局から事前送付時点からの変更箇所等の説明がありましたが、その他質疑を受けたいと思います。委員の皆様がいかがでしょうか。

（委員）ありません。

（会長）それでは、全会一致で承認の確認ができました。第１回審議会議事概要については、承認することに決します。

３　審議事項

　・古山都市計画課下水道事務係長より説明を行った。
　０．第１回配布資料の差替えについての説明と前回までのあらすじ

　・第１回配布資料の差し替えについて説明
第１回資料７ページ　１．下水道事業の概要（１）滝川市下水道事業の概要「流域下水道建設負担金の推移」管渠（かんきょ）負担率（令和３年度末）の数字について、北海道へ事前に数字について確認を行っていたが、その後北海道から正式な通知があったため「38.3％」から「38.2％」への修正を行った。
　・第１回審議会の振り返りについて説明（第１回議事概要に記載のため割愛）
　１．収支見通しに基づく使用料改定の検討
　　(１)　将来的な事業環境
＞前回「１．下水道事業の概要」及び「２．経営状況の説明」を行いましたが、本日は、まず「３．収支見通しに基づく使用料改定の検討」について「これからどうなのか」ということで、収入の部分、使用料の見込みについて説明いたします。
＞「人口及び有収水量の推計」ですが、人口については、行政人口推計を基に推計した結果、国立社会保障・人口問題研究所の推計時点と併せて申し上げますと、令和７年度で34,549人、令和12年度で32,287人となりました。
＞その減少率を基に推計した有収水量は減少推計となり、本審議会に諮問させていただきました令和５年度から５年間における下水道使用料改定の必要性に関する検証期間においても、有収水量の減少は避けられないものと考えております。
＞使用料の見通しについては、推計有収水量から使用料の見込みを推計したものですが、推計有収水量の減少に併せて使用料収入についても同様に減少するものとなっております。
＞影響としては、毎年１．２％ほどの減収率となり800万円程度の減収が見込まれています。
※質疑応答※

（会長）将来的な事業環境として、人口と有収水量の見込みと使用料の見通しについて説明を頂きました。委員の皆様から質疑を受けたいと思います。
（委員）確実に右肩下がりなのでしょうか。

（説明員）何か上昇基調にある他の要因などがあれば別ですが、国の人口推計により下向きが予測されている中で、現時点において上向きと予測するには特別な事情がない限り厳しいものと考えます。

（委員）右肩上がりになる要因は、今のところほぼないということでよろしいでしょうか。

（説明）可能性としてほぼないと考えております。

（会長）ほかに質疑ございますでしょうか。ないようですので、次の説明をお願いいたします。

＞下水道施設の状況（管渠（かんきょ）＝下水管とマンホールのこと。）について説明いたします。

第１回に雨水と汚水について説明した際に、雨水管路は雨水を河川に排出する治水・内水排除という側面があるということを説明しました。当時は、合流管を含む雨水管が先行して作られ、その後、国の施策として水辺の水環境保全の観点から雨水管と汚水管をそれぞれ敷設するようになりました。

＞昭和51年度に滝川市は単独公共下水道の供用開始を行い、昭和後期から平成９年までに集中的に設備投資を行いました。国の施策として下水道の普及が図られたこと、また昭和50～60年代は水害が集中して発生したことも、当時の背景としてあったと考えられます。

＞管渠（かんきょ）の耐用年数は50年とされており、今後、続々と耐用年数を超える下水管が増加することになります。しかし、下水管は地下に埋設されていること、また、上水管と違い常に下水管を満たすほどの水流があるわけでもなく、地震等地中の変化や、硫化水素によるコンクリート等の腐食が発生しない限り、状態は安定しているものと考えられ計画的な維持修繕を行えば、耐用年数を経過してもすぐに下水管を更新しなければならないものではありません。

＞改めて後ほど説明しますが、対策として管渠（かんきょ）のカメラ調査を計画的に実施しております。毎年全ての管渠（かんきょ）の調査をすることは不可能ですが、毎年計画的に一定区間調査を行い、適宜管渠（かんきょ）清掃や修繕、ダメージが大きい状況であれば、下水管を更新する等の対応を行っております。

＞広報たきかわ９月号に掲載された記事からの抜粋ですが、毎年下水道の日である９月10日に合わせて、下水道啓発記事を広報たきかわに掲載しております。その中で先ほど申し上げた「計画的な維持修繕」のうちの一つの管渠（かんきょ）清掃の写真を掲載しております。

＞カメラ調査業務によって撮影されたものを掲載しておりますが、経年使用の結果、油が下水管にたまることで流れが悪くなり、下水管の内壁を侵食するような物質がこびりつきやすい状況が生まれているのがわかると思います。

＞このような状況となった場合、専用車両にて管渠（かんきょ）の清掃を行い、流れを確保することで長く下水道管を使用できることにつながります。

＞毎年管渠（かんきょ）清掃を行わなければならない場所は、おおよそ把握しており、何年かに一度カメラ調査をすればよい箇所もデータを蓄積することによって把握しております。

＞毎年、区間と経路を定めカメラ調査を行い、清掃を行うとともにひび割れ等の部分的に対応が必要な場合（部分更生）の他、マンホールからマンホールのワンスパンごとに劣化してしまっている場合（管路更生）等、状態を考慮した次年度以降の更新等の計画につなげています。

＞この更新等の一つの工法として「更生工法」があります。既存の下水管を生かしその管の中に新たな管を更生する方法です。下水管の劣化が著しいときは、片側道路の通行止めを行い、アスファルトを掘り起こして下水管を取り替える「開削工事」となる場合もありますが、更生工法の方が工期も短く経費的にも比較的安価となります。

＞このようにライフサイクルコストの軽減や、既存下水道施設の更新等を計画的に行う一連の流れが「下水道におけるストックマネジメント計画」と言われるものです。

＞工事費用の比較としては、更生工法と地上から地面を掘って管渠（かんきょ）を更新していく一般的な開削工法における令和３年度の実績を比較しますと、開削工法は掘る深さにもよりますが、仮に４メートルの深さの場合には延長１メートルあたり約201,000円、更生工法は１メートルあたり約96,000円と、更生工法の方が経費的に優位であり、かつ工期も短く済む利点があります。

＞また更生工法は、日本下水道協会の認定規格であり、信頼性が高く耐久性も認められており、耐用年数としても資産台帳上、下水管の標準耐用年数である50年を計上することとなっております。

＞次に下水道の危険度ランクについて説明いたします。緊急度Ⅰが「速やかに措置が必要」、Ⅱが「簡易な対応により５年未満まで延長できる」、Ⅲが「簡易な対応により必要な措置を５年以上に延長できる」とされるものです。

＞国土技術政策総合研究所の全管種の経過年数に対する各緊急度ランクの占める割合に耐用経過年数が0から100まで並びますが、それによると50年で50％が緊急度Ⅰ＋Ⅱに該当するといったもので、100年近くになりますと95％以上が緊急度Ⅰ＋Ⅱに該当している状況です。

＞一方、滝川市の状況はカメラ調査にて下水道管を国の判断基準に基づいて判別した結果、50年経過したものでも大部分が緊急度Ⅰ＋Ⅱに該当していない状況でしたが、比較的経過年数の低いものでも場所によっては緊急度Ⅱに該当しているものもありました。つまりは、使用されている状況によって緊急度に差が出るということになります。

＞これに対応するためにも、カメラ調査を継続し下水管の状況を把握することにより、下水管の状況を把握し、修繕すべきか更生工法をすべきか、若しくは更新すべきか的確なアプローチを検討し、緊急度の高いものは早急に対処するとともに、下水管の長寿命化や更新計画の構築につなげるべく、カメラ調査などを実施しております。ちなみに令和３年度までで累計36.06キロメートルを実施しています。

(２)　基本的方針～経営戦略より～
＞令和２年度に策定した安定的かつ持続可能な事業運営を図るために策定した経営戦略における投資と財政の方針です。

＞１．投資方針は「計画的な下水道事業の整備と維持管理の推進」で、ストックマネジメント計画に基づいた「ⓐ設備投資の平準化を推進し、ⓑライフサイクルコストの低減とともにⓒ施設の安全確保と長寿命化を図る」ことを方針としております。
＞２．財政方針は「経営基盤の強化」で、使用料の定期的な見直し等による「ⓓ収入の確保、並びに施設の長寿命化等によるⓔ将来費用の抑制によって、健全な経営の維持に努める。」ものとしています。具体的な取り組み例としては、以下の通りとなります。
ⓐ　年度事業額を2億5,000万円～3億円と設定し、計画的な事業実施を図る。

ⓑⓒ　効率的な修繕等を行い、管渠（かんきょ）の耐用年数を50年から75年とする。

重要幹線のカメラ調査を継続し、令和７年度に改築更新計画（汚水管）を策定する。

合流改善事業の継続とともに、ポンプ場等、施設の耐震化を進め安全を確保する。

ⓓ　使用料の定期的な見直し（審議会等）や地方交付税確保に向けた起債活用の継続

ⓔ　管渠（かんきょ）のカメラ調査等に基づく効率的な投資による費用削減や各種経費の軽減

※質疑応答※
（会長）ただ今、説明を受けましたが、耐用年数が50年である下水道管を延命化により耐用年数を75年とするため、下水道管の総延長460キロメートルのうち８％ほどについて、毎年カメラ調査を行い安全性も担保しつつ改善する手法として行う更生工法が大変財政的な負担にならないことを具体的な数字を示しながら説明いただいたところです。委員の皆様から質疑がございますでしょうか。
経営戦略においても、ポンプ場等施設の耐震化とかについて考えられており、ここで安全性を担保されているのかなと思いました。感想でも構いませんのでいかがでしょうか。
（委員）先ほど説明のありました下水道管の総延長距離460キロメートルについてですが、この460キロメートルというのは滝川市内の下水道管となりますか。
（説明員）市内の雨水管と汚水管となります。
（委員）これらの下水道管から流れた下水は、最終的に奈井江浄化センターへ流れると思いますが、どこかで下水道管は一本化されるのですか。
（説明員）北海道の流域下水道の幹線は石狩川の堤防の方を通るもの、赤平の方から通るもの、新十津川からくる幹線が中島町で集約され、最終的には旧焼却場付近にある北海道の施設である滝川中継ポンプ場を経て、そこから砂川方面へ圧送という形で空知川の堤防まで送られ、ここからは自然流下します。
（委員）北海道の流域下水道の幹線距離は、滝川市内の下水道管の総延長距離460キロメートルに含まれないということですか。
（説明員）北海道の流域下水道の幹線距離は含まれません。あくまで北海道の流域下水道に接続するまでの距離となります。
（会長）ほかに質疑ございますでしょうか。
（説明員）補足として、ポンプ場の耐震化については、江部乙と北滝の川の２箇所になります。このポンプ場が潰れてしまいますと江部乙の方々が下水道を使用できなくなってしまいますので、常に地震が起きたとしても使用できるように整備する必要があります。
（会長）２箇所の耐震化は必要なのですね。
（説明員）ポンプ場の耐震化は確実に必要なものです。
（会長）ほかに質疑ございますでしょうか。

（委員）汚水管渠（かんきょ）に関して、塩ビ管と塩ビ管を除くの２種類がありましたが、塩ビ管であるのであれば修繕が必要ないという見方でよろしいでしょうか。ヒューム管（塩ビ管を除く）だけが修繕又は更生が必要という見方でよろしいでしょうか。
（説明員）塩ビ管というのは、たわみが発生する場合があり、一方ヒューム管はひび割れが特に多く段ずれが生じやすいところにそれぞれ特徴があります。昔はヒューム管が主流だったのですが、いつの時代から塩ビ管へ置き換わり始め、ストックマネジメント計画の中で明確にするために分けて表記した次第です。
いずれにせよ、どちらの管においても、たわみや段ずれが発生する可能性があることから同様に見ていただければと考えております。
（委員）素材は関係なく検査をしているということですね？
（説明員）そうですね、先ほど申し上げたとおり傾向がやはり管路ごとで違いがあるので、状況に基づいて見るべきものは見るという次第です。
（委員）下水道管の劣化しやすいところというのは、何が原因でしょうか。

（説明員）大変申し上げにくいところがありますが、油や薬品をよく使わなければならない食品工場や薬品を扱う事業者様が在る地域においては、下水道管内に固形物が堆積しやすく、結果として下水道管が劣化しやすい傾向が見られることもあります。

（委員）事業者ですか。それでは一般的な家庭で管渠（かんきょ）清掃を行うところはありますか。

（説明員）一般的な家庭で清掃を行わなければならないところは余りないかと思います。

（会長）ほかに質疑ございますでしょうか。

（委員）最近多くなった塩ビ管の方が耐用年数が長いのでしょうか。

（説明員）法定耐用年数は同じ50年です。

（委員）塩ビ管の方が安いのですか。

（説明員）一概には言えませんが、最近は、塩ビ系の方が値段が安く、軽くて施工性が良いということで多く使用されています。

（会長）相対的にメリットが若干あるということですね。

（説明員）はい、軽くて施工性が良いということからクレーンを使用しなくても施工ができます。

（会長）ほかに質疑ございますでしょうか。ないようですので、次の説明をお願いいたします。
(３)　収支見通しについて
＞今後５年間のいわゆる使用料算定期間中における整備計画において予定する主な事業の説明です。

＞継続事業である合流改善事業は、令和３年度末現在約80％の進捗であり、令和10年度の完了を目標としているところです。

＞ストックマネジメント事業は、令和元年に策定したカメラ調査計画に基づき、令和２年度から重要な幹線等の汚水管渠（かんきょ）のカメラ調査を実施しており、令和７年度から雨水管渠（かんきょ）のカメラ調査を実施します。また、地震時の安全性を確保するため、汚水管渠（かんきょ）の耐震診断調査を実施しており、改築更新計画策定後に実施する詳細設計に反映をしていきます。

＞その他の管渠（かんきょ）等の新設・改築事業においては、北滝の川から江部乙町までの国道12号線拡幅工事に伴う下水管移設事業ほかを実施していきます。

＞これらの事業を年度間で「平準化」し、保有する資産高の極端な上昇を抑え、次年度以降の急激な減価償却額の上昇を抑制する計画となっております。事業費の平準化によって、年間2億5,000万円から3億円と計上し計画しております。

＞国の交付金を受けて行う事業分と滝川市での単独事業分があり、交付金事業で国から受けられる交付金の上限は事業費の全体の２分の１の額です。

＞続きまして、維持管理費や除却費用等いわば営業費用に関する部分の今後５年間の主な予定の説明です。

＞維持管理の部分ですが、管渠（かんきょ）や修繕については、カメラ調査の状況から修繕経費も実際の額とは変化するところもありますが、管渠（かんきょ）やポンプ場施設の老朽化により年々増加傾向にあります。

＞安全の確保という観点から、昭和51年竣工（しゅんこう）の滝川市下水処理センターの除却を令和８年度以降に予定しております。

＞現在、最終処理場は奈井江浄化センターとなっておりますが、それまでは中島町にある滝川市下水処理センターで簡易処理をしておりました。当該処理センターには、沈殿槽や地下３階の縦坑（たてこう）があり長年の風雪の影響を受け朽ちてきている状態です。縦坑施設は封鎖しておりますが、沈殿槽施設は一部崩壊し、法令等で処理年限の定めのある軽濃度ＰＣＢを含む電気機器も残っている状況であり、今後において使用予定もないことから安全面の観点から除却する必要があります。

＞また当該における費用は審議会における使用料算定期間において内部留保が確保できる見通しが立つことから、状況的にもこのタイミングに除却を行いたいとするものであります。

(４)　財政収支計画の概要
＞今後の見通しですが、収入面として使用料は、実績と人口減少を加味し年1.2%ほどの減少を推計したところです。滝川市下水処理センターの除却関係費用を令和７年度～令和８年度に概算額2億1,300万円を計上しております。令和７年度については、ＰＣＢ等の処分費用等で1,300万円、令和８年度には滝川市下水処理センター除却費用で2億円と計上しております。この除却関係費用を除いて、使用料収入が維持できれば、使用料算定期間については、黒字維持が可能な見込みとなっております。

＞設備投資に関する収支見込みの御説明です。整備事業費については平準化して額を計上しております。令和７年度に改築更新計画を策定しますので、額については管渠（かんきょ）調査の結果を踏まえ変更となる可能性がありますが、現状の状況から推計額を計上しております。

＞企業債償還金は、借入金の元金返済額ですが、経費削減の取組として支払利息を減額するための起債償還期間短縮のため、起債償還額のピークは令和９年度となりますが、企業債残高はここ10年で半額以下となる見込みです。

＞補塡財源の不足はなく、使用料算定期間後の令和12年度に同残高が現金預金とともに底になりますが、一方企業債元利償還額が減少しその後改善する見込みのため減債積立金を積み立てて補塡財源に充当する予定です。

＞このことから、流動比率は100％を確保しており、キャッシュフローも問題なく、補塡財源も確保できる見通しとなったことから、資金繰りに問題はないものと思われます。

＞次に収支計画の変動要素、いわばリスクについて御説明します。

変動要素として以下の３点が上げられ、それぞれリスク回避についても説明いたします。

ⓐ使用料の変動リスク（想定以上の人口の流出や大口取引先の減少）

→流域下水道管理費における処理単価及び資本費負担分、及び業務費における業務委託分の支払について最大計上していることから、各年度200万円前後は吸収できる見込み。
ⓑ管渠（かんきょ）費やポンプ場に関する維持管理費の変動リスク
→一般運転手や普通・特殊作業員等の労務単価の変更推移については、物価の上昇も含め一定の上昇（17.2%増）を計上しており、また災害復旧経費も一部見込んでいることから一定のリスクヘッジとなりうる。
ⓒ令和７年度策定予定の改築更新計画に伴う建設事業の増加リスク
→今後のカメラ調査の実施によるところも大きいため不明な部分があるが、令和元年度までの調査においては緊急度が低い傾向になる。これについては最大額計上すると、現状の想定より後年の負担が増えるため、上限額は一定とする対応が必要。
※質疑応答※
（会長）話をお伺いして一度で理解をするのは困難な内容と思いますが、結論から言うと費用的には使用料算定期間の中である程度抑えていることから、黒字になる見込みであったと思います。いろいろ疑問点が出てくるかと思いますので委員の皆様から質疑ございますでしょうか。
（会長）私からですが、繰越利益剰余金の減債積立金をどのように捉えるかで変わってくるかと思いますがいかがでしょうか。
（説明員）繰越利益剰余金が2億1,300万円ほどなくなったとしても残った部分でどうするかという考え方になりますので、減債積立金をいくら積み立てなければならないというものではなく、繰越利益剰余金の状況に応じて対応させていただくという考えです。
（会長）このように考えた方がベターですね。
（説明員）今現在お示しさせていただいている資料では減債積立金への積み立ての形で処分しておりませんが、おそらく繰越利益剰余額につきましては、この2億1,300万円の予定額で済むかどうかわかりませんが、ゆくゆくは建設費用の方に取り崩すという考えであるため、必ず減債積立を行わなければならないというものではありません。
（会長）ほかに質疑ございますでしょうか。ないようですので、次の説明をお願いいたします。
４．収支過不足の検証

(１)　経営的判断によるもの
＞先ほど、2億1,300万円の費用計上について御説明させていただきましたが、内容としては滝川市下水処理センターの除却関係費用の取扱いにつきまして都市計画変更、軽濃度ＰＣＢ処分そして解体費用これが一番大きいところです。その費用対応として令和２年度策定の経営戦略（公共下水道事業）から「施設の解体や除却により一時的な支出の費用増大は、計画的未処分利益剰余金や積立金などでの対応を予定する。」ことを決めさせていただいております。
＞令和３年度末の繰越利益剰余金は、3億8,414万7,000円あることからこの中で対応できるという見込みとなっており、内部留保対応とし、下水道使用料を充当すべき汚水処理経費に算入しない考えです。
＞なぜなら、下水道法第20条第２項第２号で「能率的な管理の下における適正な原価をこえないこと。」とされており、非能率的管理における使用料転嫁の禁止を規定していることから、私たちの考えでは、既に繰越利益剰余金の内部留保として施設の除却費用について資金の目途がついている中にあって、使用しない施設の解体費用のため使用料の改定を行うことは、いかがなものかと考えております。
※質疑応答※
（会長）大変わかりやすい説明を聞きながら、今後の使用料をどうするか。使用料を上げる要因はどこにあるのか、特に下げる必要もないわけと感じました。これまでの取組によって繰越利益剰余金がここまで蓄えられたということは、それなりの努力の成果であり、そう考えるとある程度、この諮問に対する結論は出てくるのではないかと感じました。ほかに質疑ございますでしょうか。ないようですので、次の説明をお願いします。
＞次に使用料に福祉減免分（一般会計からの補助金）を加味した算定の取扱いについて説明いたします。
＞滝川市下水道条例第38条に「市長は、公益上その他特別の理由があると認めるときは、使用料の一部を減額し、又は全部を免除することができる。」とあります。
＞主に生活保護を受けられている方、70歳以上の単身者でその他の要件を満たす方、母子家庭等でいろいろな条件がありますが、上下水道使用料が減免され福祉料金が適用されるものです。
＞これは所得が非課税世帯以下にある世帯への市の福祉行政における行政措置であるため、家事用から福祉用になることにより減額された使用料相当額を税金から下水道会計へ補助金として一般会計から補塡されるものです。
＞よって、経営的判断として、経費回収率を算定する際は下水道使用料に充当し算定するものとしました。
（２）今後の見通しを踏まえた経費回収率の検証
＞経営的判断を含め計上した経費回収率の見通しと検証のまとめになります。

＞一時的な滝川市下水処理センターの除却関係費用を除き、使用料収入が維持できれば、使用料対象算定期間は黒字を維持できる見通しとなっております。

＞資金繰りについても資本的収支のとおり、流動比率100％を維持でき、建設予算において不足する額を補塡する補塡財源も確保できる見通しにあります。

＞使用料対象算定期間中は、経費回収率は100％となる見込みにあります。

＞最後に、使用料対象算定期間後（令和10年度以降）における見通しとなりますが、令和９年度まで、収益的収支にて旧最終処理場経費を除きほぼ均衡を維持できますが、令和10年度以降は資金繰りに問題はないものの収支において各年度損失計上となる見込みであり、記載のとおり経費回収率も100％を割る見込みにあります。

＞しかし、６年先の状況は様々な要因によって変わる部分もあろうかと思います。物価や労務単価の高騰による維持費や最終処理場の処理単価の上昇や、インフレによる金利の上昇など避けられない部分や、国の交付税措置や建設事業に対する交付決定額も変動します。

＞よって、今期５年間の事業推移を踏まえ、次期算定期間において使用料算定を改めて検討する必要について記載させていただきました。以上で説明を終わります。

※質疑応答※
（会長）委員の皆様、いかがでしょうか。改めて諮問事項を取り出して読み返しましたが、令和５年度から５年間における下水道の使用料改定に関する検証という意味では、丁寧に説明をいただいたと思いますが、これが検証の形で当審議会として受け入れることが適切かどうかということかと思います。議事録に記載しないお話でも構いませんので、委員の皆様より質疑ございますでしょうか。細部のところについて質疑は難しいと思うのですが、説明を聞いている限り理解できる話だったと思います。使用料算定期間である５年間について使用料はこのまま据置きでよいものとして聞いておりました。委員の皆様からの発言を求めたいと思います。

（委員）会長と同様に今回の諮問された使用料算定期間の５年間は据置きでよいという感じがしたのですが、繰越利益剰余金残高も減ってきますよね。現在、人口の内訳でも若年層割合が減少し、また高齢化により自宅で生活できる方が少なくなってくる中、生活用水としてお風呂に入る水を含め、全体の水の使用量は変わってくるのではないでしょうか。

使用料算定期間の５年間は、多分何もないとは思いますが、人口もこれから大きく下がるのかもわかりません。その場合、今回の使用料算定期間である５年間は安泰ですが、これでいいのかなという疑問を感じました。

（会長）そうですね。今は良いけれど、これからの人たちに負担をかけていくべきかということもありますので、使用料の改定については慎重に考えるべきと私も思いますが、使用料の改定に当たってはその都度諮問されるものであるため、そのときの審議会において十分検討していただくものであると考えます。ただ今後の見通しとしては急激に下がるわけではないと思いますがいかがでしょうか。

（説明員）昨今の物価高、円安、今回の悲しいこと※（※注記：2022年2月24日ロシアによるウクライナ軍事侵攻により始まったロシア・ウクライナ間における戦争。EU、米国を始めとする各諸国はロシアに経済制裁を課し、日本も同様に経済制裁を課しており、世界中で原油、小麦等をはじめとするエネルギー等の輸入項目が高騰している。）とかもあり、今後の世の中がどのように変化していくのか分からない状況下で見通しを立てるのは非常に難しいところはありますが、今回の諮問に際しての試算については、可能な限り固くかつ厳しい見方をして算定しております。先ほどのリスクヘッジで御説明させていただきましたとおり、今回厳しい見方をしても令和９年度までは黒字を維持できるのではないかと考えております。

その先においては、そのときにおける状況を踏まえ判断をしていかないと見通しがつかないのではないか。という考えは正直持っています。とある金融機関の方から聞いた話ですが、昨今、長期計画を作成しない企業様も出ているようです。それは現状から５年間、３年間見通しを立てたところで、明日・明後日の状況が著しく変わっていく情勢の中でそれが何になるのか。という考えを持つ経営者の方々もおられるようですが、今回の使用料の改定に当たっては、可能な限り中長期的な視点を持って判断をするべきであると考えるところであります。

（会長）ほかに、委員の皆様からございますでしょうか。

（委員）資料の中で「平準化」という言葉を見せていただきながら、これについては大事な視点ではないかと考えます。このように見通しをお示しいただいたので、このような情勢の中で、例えばたった３か月先のことについて、このようになるだろうと見通しを立てた場合でも、その３か月後には状況が一変するというようなことが起きて、見通しを立てるということについて一体必要なのかという議論もあるようです。

それから今の説明にあった、企業の中ではそういった見通しを持たないようなお話を聞いて、なるほどそういった考えも出てきていると思いましたが、しかしながらこのような公益的事業については、しっかりと中長期的な視点を持って見通しを持つということは私は非常に大事なことではないかと思います。

それがなければ”行き当たりばったり”となり、その都度、視点も論点もなく共通性もない中で物事を議論しても、果たしてそれが公共の福祉に当たるのかなと考えるところです。
従いまして、このようなことについて議論していくということは重要なことではないかと改めて考えました。
また、ここからは感想となりますが、上水道については、多くの方々がある程度のことは知っていると思いました。つまり蛇口をひねると水が出て、きれいな水がいつでも飲めるという日本の有り難さを感じる一方で、その水を流した先がよくわからない。それではどうなっていくのかということを私もあの管路の写真を見てこれだけ汚れがあるということを含め、改めて下水道の大事さを思い知らされたところです。
このようなことは、しっかりと我々市民としても共有し、守っていきたいと思いました。しかし、人の成せる技ですので、ファジーなところもあります。油を流してはいけないと分かっていても流してしまう場合もあるでしょう。例えばそういったことも含めながら、意識をもって生活していくことが大事だということを改めて勉強させていただいたとともに、下水道について本当に何も知らなかったこと、前回もそうでしたが今回も大変勉強になったと思っております。ありがとうございました。
（会長）貴重な御意見をありがとうございました。今、お話をお伺いして、確か小学校何年生だったでしょうか、下水の行方という授業があり、実はそこで小学生は勉強しております。知らないのは実は大人の自分たちだったということを改めて感じました。
やはり前回のときもそうですが、こういうものを利用者の方にいかに啓発していくかということが、この使用料の設定を含めて大きな理解を得るポイントかなと思いますし、今の貴重な御意見は是非記録に残していただきたいと思います。
（会長）その他委員の皆様いかがでしょう。よろしいでしょうか。本日も十分な検証及び検討がされたと思います。
４　その他
　・渡邊総務課法制文書係長より説明を行った。

５　閉会
（会長）以上をもちまして、第２回滝川市営事業等調査審議会を閉会させていただきます。委員の皆様、お疲れ様でした。
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